
事 務 連 絡 
平成 25 年 9 月 20 日 

 

一般社団法人 ジャパン・リサイクル・アソシエーション 殿 

一般社団法人 情報機器リユース・リサイクル協会 殿 

一般社団法人 電子情報技術産業協会 殿 

一般社団法人 日本リユース機構 殿 

一般財団法人 家電製品協会 殿 

公益社団法人 全国産業廃棄物連合会 殿 

大手家電流通懇談会 殿 

日本リユース業協会 殿 

 

     経 済 産 業 省 産 業 技 術 環 境 局 環 境 指 導 室 

環境省廃棄物・リサイクル対策部適正処理・不法投棄対策室 

 
 

使用済み電気・電子機器の輸出時における中古品判断基準に係る 

正常作動検査の代替手段及びその実施に関する提案の受付開始について 

 
 この度、「使用済み電気・電子機器の輸出時における中古品判断基準」を策定

し、公表いたしました。本基準は、平成26年４月１日から適用されます。 

本基準の一項目である「正常作動性」を確認するため輸出前に行う「正常作

動検査」については、昨年６月のパブリックコメント募集の際に提出された意

見を踏まえ、「平成24年度 使用済み電気・電子機器輸出時判断基準及び金属ス

クラップ有害特性分析手法等に関する検討会」及び「平成25年度 使用済み電

気・電子機器の輸出時における中古品判断基準等検討会」において、それに代

わる手段（以下、「代替手段」という。）の実施について、議論されてきました。 

今般、こうした検討を踏まえ、「正常作動検査の代替手段及びその実施に関す

る要件」（別添１）を取りまとめました。本要件を満たすと考えられる代替手段

の提案がある場合は、別添２を参照の上、書面及び電子媒体で御提出願います。 

提出いただいた提案については、専門家及び関係省庁により組織する審査会

において審査を行います。ただし、審査するに足る具体性を有したもののみを

受理し、審査の対象といたします。 



審査結果については、審査会の結論として提案者に通知するとともに、今年

度末に開催予定の「平成25年度第２回使用済み電気・電子機器の輸出時におけ

る中古品判断基準等検討会」（公開）に報告されます。 

つきましては、関係者への御周知方よろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

＜連絡先＞ 

経済産業省産業技術環境局環境指導室 

電話 03-3501-4665 （直通） 

環境省廃棄物･リサイクル対策部適正処理･不法投棄対策室 

電話 03-3581-3351 内線 6887 

 



（別添１） 

 

正常作動検査の代替手段及びその実施に関する要件 

 

（１）販売状況について 
輸入国・中古利用される国（以下、「輸入国等」という。）において、１

つ１つの使用済み電気・電子機器が中古品として販売されること及びその

事実が客観的に確認されること 

① 輸入国等における輸入者・修理業者・小売り販売業者の名称、責任者、

住所、電話番号が確認されていること 

② 輸入国等における取扱い状況について、定期的な確認が行われること 

 

（２）修理について 
リユースできない場合、輸入国等において確実に修理可能であること

（大幅な修理が必要な場合については除く） 
① 輸入国等の修理業者がどのような修理を行うかを輸出者が確認して

いること 
② 環境上適正な方法で修理が行われること 

 
（３）日本への返送について 

リユース及び修理（大幅な修理を除く）ができない場合、日本に持ち帰

る仕組みが確立されること 
①  関係国において廃棄物処理が行われることなく、一定期間内に日本に

確実に返送されること 
② 日本へ返送すべき機器の発生状況及び日本への返送状況が輸出者に確

実に報告される仕組みとなっていること 

 

 （４）検証方法について 

代替手段の実施状況が容易に検証されうること。また、検証を可能にす

るために必要なデータを記録すること。 

 

（５）実施可能性について 

代替手段の提案者がそれを実施するための十分な能力を有しているこ

と。 

 



なお、本要件は、次の考え方に基づいてまとめられたものです。 

 

 

代替手段及びその実施に関する要件の考え方 

 

 正常作動検査は、我が国から輸出される使用済み電気・電子機器が、輸

入国等において確実にリユースされ、これら機器が不適正に処理される

ことを回避するため、「その機能、効用を有すること」を輸出前に検査

するものである。 

 

 したがって、正常作動検査を実施しない場合は、これに代わる方法（代

替手段）の実施により、輸入国等において、使用済み電気・電子機器が

リユースできない場合、当該機器の一部又は全部が廃棄物として、不適

正に処理されることを回避する必要がある。 

 

 代替手段は、透明性があり、かつ容易に検証可能な方法であることが求

められる。また、バーゼル条約及びバーゼル法の輸出規制の実効性の向

上に資するものであり、かつ、国際的な理解（特に輸入国の理解）を得

られるものである必要がある。 

 

 代替手段は、バーゼル条約において、「E-waste の越境移動に関する技術

ガイドライン」（E-waste ガイドライン）が採択されるまでの暫定的な措

置注）であり、環境省及び経済産業省は、随時見直しを行い、廃止も含め

て、適宜必要な変更を行う。 

 

注） E-waste ガイドラインには、使用済み電気・電子機器を中古品（非廃棄物）として取り扱

う場合の判断に係る項目が盛り込まれており、その目的及び要素は、中古品判断基準と同一のも

の。同ガイドラインは、バーゼル条約の次回締約国会議（COP12。平成 27 年５月開催予定）で

の採択に向けて議論が行われており、その採択後は、国際的なガイドラインとして共有されるこ

ととなる。 



（別添２） 

代替手段及びその実施に関する提案の審査について 

 

 提案の受付等について： 

 提案の受付期間は、平成 25 年 10 月１日から同年 12 月 27 日までとす

る。（それ以降の新規提案は、原則として受け付けない） 

 ＊ 提案の提出先等については、＜提出先等について＞を参照すること。 

 

 審査会の体制について： 

 バーゼル条約・法に関する専門家及び関係省庁により組織する。 

 審査は、提案した事業者毎に非公開で行うものとする。 

 

 審査対象・審査の流れについて： 

 提案については、審査するに足る具体性を有したもののみを受理し、こ

れを審査の対象とする。 

 審査は、提案内容が（別添１）の要件を満たすものであるかについて行

う。 

 事業者は、審査会の指摘事項を踏まえ、必要に応じ提案内容を修正した

上、当該代替手段を試行して、その結果を審査会に報告し、最終的な可

否の判断を受ける。 

 審査会の結果は、「平成 25 年度第 2 回使用済み電気・電子機器の輸出時

における中古品判断基準等検討会」（平成 25 年度末を予定）において報

告される。 

 

 その他留意事項： 

 審査会では、必要に応じて、事業者に対し関係国における情報等の提供

を求めることがある。 

 審査会の結論として、提案は要件を満たさないと判断された場合は、当

該事業者においても、平成 26 年４月１日から正常作動検査を適用する



ものとする。 

 実施可とされた提案については、E-waste ガイドラインが採択されるま

での間は暫定的な運用を認める。この期間中において、要件を満たさな

い、または、実施困難になったと判断された場合は、この手段による輸

出を認めない。 

 バーゼル条約の次回締約国会議（COP12。平成 27 年５月開催予定）ま

での間、代替手段の実効性の検証を行う必要があるため、暫定的な運用

が認められた代替手段については、提案した事業者のみが用いることが

できることとする。 

 代替手段の実施が認められた場合においても、中古品判断基準の「正常

作動性」以外の項目は適用される。 

 リユースに適さない機器を意図的に輸出したことが明らかになった場

合、輸出先国等においてバーゼル条約における不法取引であると通報さ

れた場合等には、バーゼル条約及び廃棄物関連の国内法令の違反となる

可能性がある。 

 

＜提出先等について＞ 

 提案資料の様式 

提案に関する様式は自由とする。 

提出者の組織名、責任者の氏名及びその連絡先とともに提出すること。 

 

 提出期限等 

 以下の期限までに、書面及び電子媒体を、郵送又は持参により２部提出す

ること。 

平成 25 年 12 月 27 日（金） 

＊郵送による場合は、平成 25 年 12 月 27 日の消印有効  

 

 提出先 

 

 

 

環境省廃棄物･リサイクル対策部適正処理･不法投棄対策室 

〒100-8975 東京都千代田区霞が関1-2-2  中央合同庁舎第5号館26階 

TEL. 03-3581-3351 内線6887  

（「中古品輸出 代替手段提案 在中」と明記の上） 


